
  
ケアプランの新規作成時及び見直し時には利用対象者の状態像による振り分けプロセスに基づく、

訪問型サービス利用の必要性の確認を行ってください。 
 

〇 訪問型サービスの利用者振り分けプロセス 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※例えば、「認定調査から時間が経過し状態の変化が著しく、現在、食事時に咽ることが増えており、
同居家族不在の食事時に嚥下の見守りが必要なため介護予防型訪問サービスの利用が必要」等の判断
した経過の詳細を支援経過に記載する。 

 
振り分けプロセスで判断できない場合は、介護保険課給付グループへご相談ください。 

はい 

振り分け指標２：身体介護が必要か 

①主治医意見書の「障がい高齢者の日常生活自立度」がランクＢ以上 

②上記①には該当しないが、次の項目のいずれかに該当 

認定調査票 

1-7 歩行について 2.何かにつかまればできる 又は 3.できない 

2-2 移動について 3.一部介助 又は 4.全介助 

2-3 えん下について 2.見守り等 又は 3.できない 

2-4 食事摂取について 3.一部介助 又は 4.全介助 

2-5 排尿について 3.一部介助 又は 4.全介助 

2-6 排便について 3.一部介助 又は 4.全介助 
 

いいえ 

はい 

総合事業移行前に既に大阪市の被保険者として介護予防訪問介護を利用しているか 

振分 1 

振り分け指標１：認知機能・コミュニケーションの課題があるか 

はい 

介護予防型訪問サービス（現行相当型） 

・身体介護 有り 
・訪問介護員によるサービス 
 
（生活援助型訪問サービスも選択可能） 

いいえ 

①主治医意見書の「認知症高齢者の日常生活自立度」がランクⅡ以上又はＭ 

②上記①には該当しないが、次の項目のいずれかに該当 

認定調査票 

1-12 視力について 4.ほとんど見えない 又は 5.見えているのか判断不能 

1-13 聴力について 4.ほとんど聞こえない 又は 5.聞こえているのか判断不能 

3-1 意思伝達について 3.ほとんど伝達できない 又は 4.できない 

3-4 短期記憶について 2.できない 

4-7 介護に抵抗することについて 2.ときどきある 又は 3.ある 

5-3 日常の意思決定について 3.日常的に困難 又は 4.できない 

主治医意見書 

3-(3) 認知症の周辺症状 有 

3-(4) その他の精神・神経症状 有 
 

振分 2 

生活援助型訪問サービス 
（基準緩和型） 

介護予防支援事業所が介護予防
型訪問サービスを必要と判断し
た場合は、判断した経過（※）を記
録しケアプランに位置づけたう
えで利用可能。 

いいえ 

総合事業利用時の注意事項について 

両方に該当 


